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本文は p.33 へ
2025 年に目指すべき社会の姿
̶「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討̶
分野5：闊達たる人生―職業選択、子育て、シニアライフの多様化―
分野6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
参　考：NISTEP　REPORT　No.101
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
　イノベーション 25 戦略会議では、イノベーションを「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠組みも含んだもの」と定義し、特に「生活者の視点か
らの新しい豊かさの実現」「大きなアジア、そして世界との共生による成長」「志の高い、
創造性の高いチャレンジする人が輩出され活躍する社会」の３点を念頭において議論す
べきとの方針が示されています。
　科学技術動向研究センターは、イノベーション 25 戦略会議の議論のために、先に行
なわれた「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果を基に、「2025 年まで
に日本が目指すべき社会の姿」の検討を、以下の６つの分野で行ないました。
　今月は前号に引き続き、分野５および分野６の検討結果の概要を紹介します。
連載概要
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に設定
し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、及
び生活習慣病等に焦点を当て、疾病の予防・診断、治療の
観点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての
情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるインフ
ラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の枠組みで
検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的な姿を示す。
分野３
『脳科学』の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でどのよ
うな変化が起きるのかについて検討を行う。脳科学、認知
科学の技術シーズが医療やロボットによる生活支援等の社
会ニーズと結びついて、働き方、学び方、暮らし方、遊び方、
人間関係などにどのような変化をもたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現に向
けて、環境問題や交通事故等の社会問題を解決した持続可
能な都市生活の将来像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレームと
して、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、介護、
移動、コミュニケーション、地域活動等の観点から、あるべ
き生活の検討を行う。多様な生き方・働き方の中から各人
が自分にあったスタイルを選択できる将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規
模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献し得るの
かの検討を通して、アジア・世界との共生のイメージを描く。
議論された６つの分野
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連　載
                                                         分野 5：闊達たる人生―職業選択、子育て、シニアライフの多様化―
                                                     分野 6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
                                                                            蜷参考：NISTEP　REPORT　No.101
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
科学技術政策研究所は、「イノベーション25」の検討に資するため、「科学技術の中長期発展に係
る俯瞰的予測調査」の結果を基に、2025年までに日本が目指すべき社会の姿の検討を行った（全
体概要は、5月号を参照）。今号では、検討した6分野のうち標記2分野の概要を紹介する。
2025年に目指すべき
社会の姿
「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
1   分野5「闊達たる人生 ̶職業選択、子育て、シニアライフの多様化̶」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
１‐１
分野の議論の背景
　人口減少や国際化が進む中で、
子育て者やシニア、障害者、海外
人材などを含むあらゆる人々が活
き活き働ける生活が望まれるが、
現状は必ずしもその実現は容易で
はない。下記に、分野議論の背景
となった主な現状認識を示す。分
野議論では、国民生活白書など
の各種調査結果も参考にした（取
り上げた各種調査結果は報告書
P.150～ 154参照）。
蘆職業選択
藺 ファーストライフからセカン
ドライフに移るタイミングを
自分で選択できるシステムが
不十分。
藺 キャリアアップを図るための再
チャレンジシステムが不十分。
藺 文化や遊び、教育などのソフ
トウェアを扱う知識産業的職
業の拡充がさらに必要。
藺 海外人材と共働するための仕
事環境の整備が不十分。
藺 働く場を地方にシフトするた
めの就業環境が整備されてい
ない。
蘆子育てライフ
藺 ライフコースの連続性や継続
性に欠けており、とくに子育
て者において、それが際立っ
ている。
藺 子育てやシニアの生活に関す
る個人力の差が大きく、それ
を解決するシステムが不足し
ている。
藺 安全に出産可能な医療体制が
不十分。
藺 地域コミュニティで子どもの
安全確保や文化の醸成を図る
取り組みが必要。
蘆シニアライフ
藺 仕事は辞めたが、元気に人生
を生きることを望むシニアの
経験や知識を交換・流通させ
るシステムが不十分。
藺 中古住宅市場が充実化してい
ないため、シニアライフに適
した住居への転居が困難。
藺 知力や記憶力の衰えを補完す
るシステム（例：安全に運転
可能な車、位置確認システム）
が未整備。
藺 介護を受ける側の自立性を高
められるシステムが不十分。
　これらの現状認識を踏まえて、
イノベーション 25戦略会議によ
って示されたポイント３点、①生
活者の視点からの新しい豊かさの
実現、②大きなアジア、そして世
界との共生による成長、③志の高
い、創造性の高いチャレンジする
人が輩出され活躍する社会、を念
頭におき、闊達たる人生を送るた
めの2025年の将来像を検討した。
１‐２
分野のまとめ
盧2025年の生活像検討
　「職業選択」、「子育てライフ」、
「シニアライフ」をフレームとし
て、多様な生き方・働き方の中か
ら、各人が自分にあったスタイル
を選択できる 2025 年の豊かな将
来像を描いた。これらのフレーム
の内容の具体化では、家事、趣味・
娯楽・文化、学習・教育、安全、
介護、移動、コミュニケーション、
地域活動の観点から、2025年の生
活像を検討した。2025年の生活像
を描くために、ライフステージを
示した時間軸（図表１）および生
活空間を示した空間軸（図表２）
を設定し検討を進めた。
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図表１　時間軸（ライフステージ）
d.学習支援（対子ども・保護者）
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
e.就労支援（対子ども・保護者） b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽（休息） e.就労（人材流動）支援
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
h.介護・リハビリ支援
j.コミュニケーション支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
g.安全確保支援（対子ども）
g.安全確保支援（対シニア）
g.安全確保支援（対子ども）
e.就労支援（対保護者）
e.就労〈地域活動含む〉
 支援（対シニア）
e.就労支援（対保護者）
e.就労支援（対保護者）
f.医療支援（対妊婦）
k.育児支援
k.育児支援
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
d.学習支援（対保護者）
d.学習支援（対シニア）
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盪2025年の職業選択
　子育て者やシニア、障害者など
を含むあらゆる人々のライフステ
ージに応じた職業選択が可能とな
る。様々な人々との間での共働が
行われている。
　人口減少や国際化が進むなか
で、2025年は、子育て者やシニア、
障害者、海外人材などを含むあら
ゆる人々が、活き活きと働ける生
活が実現されている。その背景と
して、就業形態の多様化や企業年
金のポータブル化などによる転職
の自由度の向上が実現しているこ
とが挙げられる。生涯教育システ
ムの高度化によるキャリア形成が
実現されており、それぞれのライ
フステージに応じた職業選択が可
能となっている。また、バリヤフ
リー・ユニバーサルデザイン化や
職住接近の実現、自動翻訳などに
より、障害者やシニア、子育て者
が元気に仕事を続けることができ
ると共に、海外人材を含めた共働
が容易になっている。
図表２　空間軸（生活空間）
自然地域 海　外
都　市
g.安全確保支援（対シニア）
e.就労〈地域活動含む〉
 支援（対シニア）
d.学習支援（対シニア）
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
k.育児支援
d.学習支援（対保護者）
f.医療支援（対妊婦）
l. 地域活動支援
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
e.就労支援（対保護者）
g.安全確保支援（対子ども）
j.コミュニケーション支援
c.趣味・娯楽（休息）
e.就労（人材流動）支援
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蘯2025年の子育てライフ
　子育て家族が社会からいろいろ
な便宜を享受できる。子育て者の
ライフコースが充実。体感治安が
良く子供を育てられる社会。
　明日を担う子どもの健全なる
成長を地域で支え、子育て者のラ
イフコースが充実する。どの地域
でも、安全に出産でき、かつ育児
不安が解消された社会となる。安
全システムの整備による体感治安
が向上している。さらに、子育て
に関する情報共有やアドバイスを
随時受けられる情報システムがあ
り、また、あらゆる生活シーンの
バリアフリー化による移動の容易
化など、育児支援が実現されてい
る。また、子育て者の社会参加を
容易にするため、キャリア継続を
保障する制度や、遠隔生涯教育シ
ステムが充実される。家事の自動
化が進み、子育て者が自分の時間
を持つことができる。
盻2025年のシニアライフ
　シニアが多様なセカンドライフ
を選択できる。シニアの知やコミ
ュニケーション力が特に地域にお
いて有効に発揮できる生活。
　シニアの生きがいや自立性を支
援するため、2025年は、シニアの
ファーストライフと異なるビジネ
スへの従事や、社会貢献・趣味活
動への邁進、シニアライフをエン
ジョイするための転居など、多様
なセカンドライフの選択が可能と
なっている。セカンドライフのビ
ジネス・社会貢献活動などに取り
組むために必要な学習システムが
整備されている。さらに、地理的
制約や身体的制約を受けることな
く、働ける環境や家事や日常的買
い物・バンキングが容易な生活と、
安全が確保され実現されている。
また、あらゆる世代との連携や次
世代への知の伝承を地域コミュニ
ティで行うに際して、シニアの経
験知やコミュニケーション力が有
効に発揮できる地域の生活が実現
されている。要介護状態になった
シニアにおいては、家族や介護関
係者間が連携する協調型介護が可
能となっている。
１‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　分野５で出された将来像の例を
図表３に示す。
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２‐１
分野の議論の背景
　今日、地球温暖化問題を始め、
水問題、エネルギー枯渇、食料
不足といった地球規模の問題解決
に向けた各国の取り組みが活発化
している。特に環境問題を巡って
は、世界が大きく変化しつつある。
2007年１月、米国のブッシュ大統
領が行った一般教書演説では、10
年以内に米国のガソリン使用量を
20％削減することが発表されるな
ど、世界最大のCO2 排出国であ
りながら、削減に向けた取り組み
に否定的であった米国に方向転換
が見られた。この背景には、政治
的要因に加えて、経済活動と気候
変動との因果関係を否定できない
研究結果が増加していることも理
由に挙げられる。英国政府が2006
年 11 月に公表したスターン・レ
ビュ 「ー気候変動の経済学」では、
地球温暖化と世界経済への影響予
測が示され、気候変動への対策を
とらない場合にはきわめて大きな
経済的リスクが生まれるであろう
と警告を発し、世界から注目を集
めた。
　エネルギー・食料問題について
は、従来個別に取り扱われてきた
が、近年の動向として例えば、燃
料の代替品としてとうもろこし
が使用されるなど、両者の相互関
係を地球規模の環境問題として認
識し、地域において統合化された
分散システムとして整備すること
が求められるようになってきてい
る。また、水問題に関しては水質
や枯渇の問題が世界的に増加傾向
にある。これらの問題解決に向け
ては、すでに顕在化していて今後
ますます深刻化が懸念される課
題、あるいは 2025 年以前に到来
が予想される地球規模の危機に対
し、如何にして回避、先延し、あ
るいは軽減できるかを考えること
が重要になってきている。
２‐２
分野のまとめ
　分野６では、我が国が地球規
模の環境問題解決に積極的に貢献
し、世界におけるプレゼンスの向
上を図るため、2025年に向けて目
指すべき社会として「CO2 排出量
半減社会の実現」と「健全な水循
環社会の実現」の２つを目標とし
て掲げた。これらの目標を達成す
るためには、環境付加価値が正当
に評価される税･財政システムを
通じ、健全な水循環に象徴される
ような自然環境に高い価値を置く
2   分野6「地球規模の環境問題の克服と世界との共生」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　分野５「闊達たる人生̶職業選択、子育て、シニアライフの多様化̶」で出された将来像
2025年の職業選択 2025年の子育てライフ 2025年のシニアライフ
盧 転職が容易になり人材の流動が促進さ
れている。
盪 趣味的活動と仕事が非常に近い職業が
増える。
蘯 多様な仕事を自分で設計できる環境が
整っている。
盻 言語障壁が克服され海外との協業が日
常化する。
眈 日本に居住する外国人との共働が日常
化する。
眇 大都市圏外の地方でやりがいのある仕
事が数多くあり、住み慣れた地域での
就業が容易になる。
眄 子育てと仕事が無理なく両立できる社
会的環境が実現されている。
眩 障害者・シニアが元気に仕事を続ける
ことができる。
家事・育児
盧 家事の省力化が進み子育て期でも数時
間以上の自分の時間を持つことができ
る。
盪 計画的に育児援助サービスを受けるこ
とができる。
子育ての安全・安心
盧 外に居る子供の安全を守る地域のシス
テムが構築されている。
盪 事故防止のために運転者を補佐する機
能を持つ自動車により、子供との外出
が容易になる。
蘯 どこでも安心して出産でき、また充実
した小児医療をどこでも受けることが
できる。
盻 地域セキュリティシステムと連携でき
る生活支援ロボットにより、短時間で
あれば安全に子供を家に置いた外出が
可能となる。
子育て者と子供の趣味・娯楽・教養・学習
盧 子育てしながらキャリアを継続し、充
実した趣味を行う取り組みを支援する
仕組みができている。
盪 対面教育に近い実感がある自宅学習環
境が実現される。
蘯 子供の人間形成を育む地域コミュニテ
ィが形成されている。
盧 起業する人を支援するシニア知的産業
としてのコンサルタントが普及する。
盪 シニアの知から教材を作成する仕組み
が構築され、地域での学習活動に貢献
する。
蘯 公共データベースのコンテンツ作成
を通して、次世代への知の伝承に貢献
する。
盻 芸術や文化活動を通じて、充実した生
活を楽しむしくみが構築される。
眈 シニアライフを楽しむための住宅改築
が容易な住宅・建築システムが構築さ
れている。
眇 目的地までのガイドなどシニア対応の
情報が得られる都市公共空間が実現さ
れている。
眄 高齢者の状態に応じて身体の機能をア
シストする機器・システムにより高齢
者が自立した社会生活を長く続けるこ
とができる。
眩 介護者の介護作業を支援するシステム
により介護者の負担が軽減される。
科 学 技 術 動 向　2007年 7月号
38 Science & Technology Trends   July  2007 39
2025年に目指すべき社会の姿　「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
生活スタイルや消費行動によって
環境がビジネスとして成り立つ社
会の実現が必要であり、これを支
える社会の基盤として情報通信技
術などを活用した環境情報の可視
化が重要である（図表４）。
　以下に、2025年の社会像および
社会像の実現のためのイノベーシ
ョンを創出する社会的条件につい
て述べる。（詳細は、報告書P.163
～ 208を参照）。
盧2025年の社会像
① 世界をリードする持続可能な
　社会の到来
　2025 年、世界トップレベルの
環境保全技術を有する日本は、政
府や企業のみならず一般市民も共
同し、地球温暖化ガスの劇的な削
減や、廃棄物処理問題、水問題な
どの地球規模の環境問題の改善に
も世界の先頭に立って貢献してい
る。また、地域特性を活かして培
われた環境改善技術や省エネルギ
ー技術によって、持続可能な社会
が築き上げられ、生命維持に不可
欠な水、食料、エネルギーが合理
的に行き渡る安全・安心な社会と
なっている。国民は、以前に増し
て自然環境に接し、環境保護に興
味を持ち、子供から大人まで積極
的に環境ボランティアに参加し、
企業もそういった活動をする社員
に対しては、有給休暇が与えられ
るなどの支援をすることが普通に
なされ、このような活動が全国的
に展開されている。
②世界のモデルとなる循環型社会
　の到来
　リサイクル技術の進展によっ
て、廃熱や水、ごみが有効に再利
用される循環型社会が構築され、
地域で収束できる分散エネルギー
も普及し、地域が自立できる社会
となっている。地域ごとの特性を
活かし、再生可能エネルギーの導
入も積極的に推進され、エネルギ
ー効率が 2000 年に比べて大幅に
アップした太陽光発電、小規模水
力発電および風力発電などの利用
も盛んになり、化石燃料の使用は
大幅に減少している。原子力の利
用も増え、原子力発電所から出た
使用済核燃料を再処理して、更に
核燃料として使用する核燃料の有
効活用と長期使用もできるように
なっている。また、生命維持の根
幹に関わる水については、資源、
水質、利活用、災害対策などの問
題を克服し、持続可能な循環型社
会が実現されている。
③世界との共生
　排ガス処理技術や水処理技術、
省エネルギー技術など日本がも
つトップレベルの技術を学ぶため
に、多くの国々から多数の研修者
が来日する。他国の若者が大学や
企業などで環境やエネルギー技術
について学び、帰国してから母国
の環境を経済を意識しながら改革
していく姿が数多く見られるよう
になる。また、優れた環境教育を
受けた人材が、世界の様々な場所
で活躍するようになり、環境技術
革新で環境ビジネスが拡大すると
ともに、日本企業の国際競争力が
向上し、アジア・世界の環境市場
を牽引する社会となっている。こ
うした社会を支える日本の環境文
化や価値観は、地球規模の環境問
題が深刻化する中で世界が共生し
て行くためのパラダイムとしても
図表４　調査の視点と検討の流れ
地球規模の環境問題への克服と
世界との共生
世界における
日本のプレゼンスの向上
地球規模の
環境問題解決への貢献
藺日本の要素技術を
システムに仕上げて
アジア諸国へ普及
蘆環境保全技術
蘆水処理技術
藺日本の環境情報を
世界へ発信
蘆地球観測
蘆シミュレーション・予測
藺アジア諸国の若者が日本
の大学で環境教育を学び、
帰国後に母国の環境経済
を改革していく。
国際競争力を
向上
CO2排出量半減社会 健全な水循環社会
環境経済の成立 環境文化の発信
環境情報の可視化
（使用電力量・製品などのCO2排出量換算などが
可視化され、国民に日常的に伝わる社会の仕組み）
2025年へ向けて
目指すべき社会
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他国から高く評価され、その先頭
に立って実践する日本はアジアそ
して世界の中で大きな存在感を示
している。
盪社会像実現のための
　イノベーション
　望まれる社会像を実現するため
に必要と考えられる社会的条件を
①環境情報プラットフォームの構
築、②環境経済の成立、③CO2 排
出量半減社会の達成、④健全な水
循環社会の達成、⑤世界における
日本のプレゼンスの向上の５つの
観点からまとめる。
①環境情報プラットフォームの構築
　情報通信技術の活用によって製
品のライフサイクルコストや環境
性能（品質）が可視化され、国民
はいつでもどこでも瞬時に環境情
報を入手できるようになる。例え
ば、消費者が商品を購入する際に、
その商品に表示された環境負荷情
報（環境指標）によって、二酸化
炭素排出量や水質汚濁負荷量、廃
棄物排出量などを比較し、環境へ
の負荷の少ない商品を選択するこ
とができ、さらに電子タグによっ
て商品の製造に関わる詳細な情報
を得ることもできる。このような
環境情報の可視化を通して自らが
環境保全に寄与していると実感で
きる社会になる。そして、環境情
報プラットフォームは、環境に関
わる様々な情報を国民に日常的に
分かりやすく伝達する社会の仕組
みとして機能する。
②環境経済の成立
　環境情報を可視化するシステ
ムが使われることによって、市民
は自己の行動が環境に与える負荷
について簡単かつ定量的に分かる
ようになり、市民はそのシステム
から得られた情報に基づいて消費
行動や生活スタイルを選択するよ
うになる。例えば、エアコンなど
の家電製品を買い換える方が良い
か、修理をしてそのまま使い続け
る方がよいかの選択が容易にでき
るようになる。企業は環境効率を
重視する「環境経営」を推進し、
製品のライフサイクルアセスメン
トが普及するとともに、製造から
廃棄まで責任をもって管理するビ
ジネス形態が一般化し、環境に配
慮した企業が市場で正当に高く評
価される社会となる。
　このように環境維持や環境改善
への取り組みが高く認識され、環
境に対して国民が積極的にお金を
払い、環境がビジネスとして成り
立つと同時に、企業だけではなく、
個人も一緒に地球環境問題を解決
しようとする。その結果として、
豊かな自然環境が保全され、誰も
が環境問題について身近に感じ、
考え、行動する社会になる。
③CO2排出量半減社会の達成
　地球温暖化ガスの削減について
は、先進国の温室効果ガス排出量
について、法的拘束力のある数値
目標が各国毎に設定されている。
すべての国がこの問題を認識し合
い、国際的に協調して、目標を達
成するための仕組みを導入（排出
量取引、クリーン開発メカニズム、
共同実施など）することが不可欠
である。2025 年、日本では「CO2
排出量半減社会」が実現し、世界
の中で存在感ある役割を果たして
いる。このような日本の取り組み
が好影響を及ぼし、京都議定書に
不参加であった国も、環境・エネ
ルギー問題に対する戦略的政策が
強化されている。地球温暖化ガス
のみならず、人間の健康および環
境保護についても考慮されてい
る。特に、化石燃料の代替として
進められている新エネルギーの導
入に際して、環境影響を考慮しつ
つ、また発展途上国も積極的に環
境を守るべく、先進国同様の取り
組みがなされている。
④健全な水循環社会の達成
　国際的には、安全な飲料水と衛
生施設の確保、持続的な経済発展
のための安定した水資源供給、食
料生産のための水確保、水系生態
系の保全、洪水などのリスク管理、
水資源の効率的な利用と効果的な
配分などが水問題での大きな課題
として認識されており、こうした
課題解決へ向けて、日本の水処理
技術が多くの場所で使用されてい
る。例えば、アジアの国は、日本
の水処理技術によって、水道から
の水をそのまま日本人も飲用でき
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るようになっている。
　また、日本でも急激な都市化や
人口移動に伴って水環境や水辺景
観の悪化、水災害リスクの増大が
生じ、いまだその対策の途上にあ
る。国内および国際的な課題解決
へ向けて、水処理技術のみならず、
技術を適用・運用する水マネージ
メント技術についても我が国がリ
ーダーシップを発揮し、積極的に
世界の水問題解決に貢献しようと
努めている。こういった取り組み
は、企業にも市民にも一般化され
ている。
⑤世界における日本のプレゼンス
　の向上
　日本の環境性能、環境経営、環
境文化が世界から高く評価され、
日本で成功したモデルがアジアの
みならず、世界にも広く普及して、
グローバルな環境情報ネットワー
クとともに拡大し、世界中で環境
経済改革の推進に対する日本の
貢献が求められる。これまで技
術的には高いレベルにありなが
ら、世界の環境ビジネスでは限
界のあった日本の企業競争力は、
環境情報プラットフォームの構
築、環境経済の実践、戦略目標の
達成というプロセスを通じて世界
トップレベルに向上し、日本の環
境教育で育成された優秀な人材が
世界の様々な場所で活躍するよう
になる。同時に、アジアの若者が
日本の大学などで環境について学
び、帰国してから母国の環境経済
を改革していく姿も見られるよう
になる。
２‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　２‐２で述べたような社会を実
現することで地球温暖化・エネル
ギー・水・食料問題の回避、軽減
あるいは先延ばしを図ることがで
きる。図表５にCO2排出量半減社
会の実現、健全な水循環社会の実
現、そして環境情報の可視化を通
して期待される将来像の例を示す。
図表５　分野６（地球規模の環境問題への取り組みと世界との共生）で出された将来像の例
持続可能な循環型社会の実現と地球規模の環境問題解決に向けて
CO2排出量半減社会の実現
環境情報の可視化 ～環境経済の成立に向けて～
健全な水循環社会の実現
◆気候変動や異常気象のメカニズムの解明が進む。
◆地球観測衛星のセンサの高度化により、CO2の国別吸排出量、
農産物の育成環境などのリアルタイム情報が入手できる。
◆エアコンや給湯器などにヒートポンプが利用され、省エネル
ギーに貢献し、世界に普及する。
◆CO2の分離、隔離、貯留などの技術が世界に普及する。
◆風力発電や太陽光発電を電池で蓄電し、マイクログリッドに
よってエネルギーを供給するシステムがモデルとなり普及する。
◆大気中にCO2を排出せずに石炭やバイオマス、廃棄物のガス
化によって、発電や合成燃料の製造が行われる。
◆水素製造に活用される比較的小型の原子炉システムが開発さ
れ、実用に供される。
◆廃棄物から効率よく資源およびエネルギーを回収し、再利用
できるリサイクル技術が普及する。
◆自然生態系の保全・再生において阻害原因となる外来種の制
御技術が普及する。
◆日本の水処理技術が途上国にも普及し、観光客も安心して
水道水を飲用できる。
◆逆浸透膜などの水処理技術によって地域単位で水が経済的
に循環利用される。
◆都市型洪水や降雨による土砂災害等の被害を軽減できる。
◆流域水総合管理技術により、身近な河川で泳げるような水
質や水量が確保される。
◆砂漠緑化技術で植生が再生される。
◆節水農業技術が世界に普及する。
◆植物と微生物を利用した土壌、地下水、大気の汚染修復技
術が実用化し、世界に普及する。
◆消費者は、商品に表示された環境負荷情報によって環境への負荷の少ない商品を選択することができ、さらに電子タグによ
って商品の製造に関わる情報を得ることができる。
◆市民の住む地域におけるNOxやCO2ガス排出濃度などの情報がリアルタイムで提供され、市民は環境を身近に考え、自然保
護や環境保全について積極的に行動するようになる。
◆自己の行動が環境に与える負荷が簡単かつ定量的に分かるシステムができ、市民はそのシステムから得られた情報に基づい
て消費行動を行うようになる。例えば、こうした情報に基づき、エアコンなどの家電製品を買い換える方が良いか、そのま
ま使い続ける方が良いかの選択を行うようになる。
◆製品のライフサイクルアセスメントが普及するとともに、製造から廃棄まで責任をもって管理するビジネス形態が一般化し、
環境に配慮した企業が市場で正当に評価される。
◆可視化された環境情報が地域ネットワークと連携し、子供や住民の環境教育に活用され、世界にも普及する。
